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（開発許可を受けた土地における建築等の制限） 

○ 何人も、開発許可を受けた開発区域内においては、工事の完了公告があった後は、当該開発許可に係る予定建築物等以外の建築

物等を建築してはならず、また、建築物を改築し、又はその用途を変更して当該開発許可に係る建築物以外の建築物としてはなら

ない。 

ただし、県知事が当該開発区域における利便の増進上若しくは開発区域及び周辺の地域における環境の保全上支障がないと認め 

  て許可したとき、又は当該開発区域内の土地について用途地域などが定められているときはこの限りではない。 

 

（予定建築物以外の建築許可の審査基準） 

○ 市街化調整区域の場合 

次のいずれかの該当する場合を基準とする。 

① 許可申請に係る建築物が法第２９条第１項第２号若しくは第３号又は法第３４条の２第１項に規定する建築物である場合 

② 当該申請が法４３条第１項第１号から第３号まで又は第５号に該当する場合 

③ 許可申請にかかる建築物又は特定工作物が法第３４条第１号から第１２号までに規定する建築物又は特定工作物でその用途 

と法第３３条第１項第２号、第３号及び第４号に規定する基準とを勘案して支障がないと認められ、かつ、当該区域に法第４ 

１条第１項の制限を定めるに際して用途地域を想定した場合は、許可申請に係る建築物の用途がこれに適合するか又は建築基 

準法第４８条の規定に準じて例外許可ができると認められるものである場合 

④ 都市計画法施行令第３６条第１項第３号ホに該当する場合であって、あらかじめ開発審査会の議を経たもの 
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○ 用途地域が定められていない区域内（市街化調整区域を除く） 

当該開発区域における利便の増進上若しくは開発区域及び周辺の地域における環境の保全上支障がないと認められる場合に限り 

許可を行う。商業施設等集客施設へ変更する場合は、接道する道路管理者等と再協議する必要があること。 

○ 大規模な改築等に伴って道路等公共施設の変更が行われる場合は、新たな開発行為となること。 

○ その他国の各種通知や旧通達等を参考にして許可を行う。 
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